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エグゼクティブサマリー

もはや「新しい」存在ではなくなった新興国市場。今この市場が新たな局面

への転換点にさしかかっています。多くの企業がその成長性を取り込もう

と新興国市場での事業規模を拡大してきた一方で、私たちの調査・分析で

は、利益を伴う高成長を実現できている企業は20%にすぎないということ

が分かりました。

今回、この20%の「高業績企業」とそれ以外の企業との比較を通じて成功

要因の分析を行った結果、「高業績企業」は、多様で変化の激しいアジアの

新興国市場において、明らかに矛盾する数々の要素をうまくバランスをとっ

て両立させているということが明らかになりました。また、日本企業に焦点

を当てた調査・分析では、日本企業の多くでは、バランスを意識しすぎるあ

まり、逆に思い切った意思決定がなされにくい傾向があり、これが競争の激

化する新興国市場において成功を遠ざけてしまっているという、グローバ

ルのリーディングカンパニーとは異なる課題に直面していることも分かりま

した。

第Ⅰ章の「アジア新興国市場の位置づけ」では、新興国経済の先行きへの懸

念の台頭や新興国市場での競争の激化など、消費財企業・流通事業者が直

面している現状と、そうした状況下でも依然として新興国市場の魅力・重要

性が高いことについて解説しています。

第Ⅱ章の「アジア新興国市場で利益を創出する－日本企業への6提言」で

は、特に日本企業の成功にとって重要である6つのポイントについて解説し

ています。

「Ⅱ - i: アジア新興国事業の戦略を再考する」という戦略に関する視点から

は、「規模の確保: 経営資源の効果的な配分を再考する」をポイントとして

解説しています。日本企業はグローバル企業と比べて、明確な方針が不在

のまま、人的にも資金的にも十分な規模の投資が確保されないケースが多

く見受けられます。私たちは、日本企業に重要なのは、アジア展開を再定義

し「メリハリ」をつけた資源の投入を行うことで、有限な経営資源を効果的

に活用することだと考えています。

次に「Ⅱ - ii: アジア新興国進出への課題」では、新興国への進出の際に、特

に日本との差異が大きい2つのポイントを挙げ、「情報の不完全性を前提に

意思決定を行う」と「柔軟なサプライチェーンを構築する」について解説し

ています。

そして「Ⅱ - iii: 更なる成長へ向けて」では、グローバル企業も同様に直面し

ている重要な成功要因である、「アンメット・ニーズに応える」、「権限移譲と

モニタリングを徹底する」、「多様な人材を活用する」という3つのポイント

に関して、日本企業の状況をふまえて成功への道筋を解説しています。

最後に、グローバルの「高業績企業」が、利益を伴う高成長を実現するため

に、いかにして矛盾する数々の要素を両立させているかについて、8つのポ

イントを挙げて解説しています。

消費財セクター
共同リーダー

會田　将之

消費財セクター
共同リーダー

佐々木　斉
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「アジア新興国市場での利益創出のために」

EYでは、2013年春に、世界を代表する消費財・流通業者
のうち、アジアで事業を展開するリーディングカンパニー
の経営幹部を対象に調査・インタビューを行いました。こ
れに加えて、日本企業がアジア新興国市場で直面している
課題と成功への道筋を明らかにするため、日本企業に焦
点をあてた調査･インタビューを行いました。本レポートは、
これらの経営幹部や業界スペシャリストに対する調査･イン
タビューと、EYによる分析に基づいて執筆されています。

調査回答者のプロフィール

253社
グローバルでの参加企業数（消費財企業及び小売企業）

35社
日本での参加企業数（消費財企業及び小売企業）

9カ国
日本以外の展開地域数（中国、インド、インドネシア、マレーシア、シン

ガポール、台湾、タイ、ベトナム、韓国）
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■　　　Ⅰ
アジア新興国市場の位置づけ

より一層、巧拙が問われる局面へ

「成長の源泉としての新興国市場」、これは新しい話ではありません。これま

でも多くの企業がその潜在的な市場の成長を取り込もうと、新興国市場へ

の進出を進めてきました。一方で足元では、先進国のみならず新興国の経

済成長に対しても減速の懸念が台頭しているのも事実です。またアジア新

興国市場では、ほんの10年前とは比べ物にならないほど市場の複雑性や

競争の度合が増しており、成功のためには、ターゲティング、経営資源配分、

モニタリングなどを含めて、より一層の戦略面・実行面の巧拙が問われる局

面となっています。

重要な利益成長の源泉へ

そうした中、アジア新興国市場の重要性が低下しているかというと、そうで

はありません。消費財・流通事業では生活必需品を扱う企業が多く、これま

でも、経済成長が変動する中でも安定的に市場を拡大してきました。今後

も、人口増加や都市化などの構造的な変化により堅調な需要拡大が予想さ

れます。今回EYがアジアで消費財・流通事業を展開する企業の経営者250

人以上を対象に行った調査でも、その69%が、向こう3年間を見通して新興

国市場が成長のみならず利益創出の原動力になる、との見方を示していま

す。インタビューの中でも、先進国での利益縮小が継続する中、持続的な成

長を達成するためには新興国での利益成長が必須であり、そのためには、

限られた経営資源の戦略的かつ積極的な投資がますます重要となってい

る、との声が聞かれました。もはや、新興国市場で売上やマーケット・シェア

の拡大に力を注ぐだけでは十分ではありません。今こそ新興国市場を利益

の源泉、成長の原動力にしなければならない時期に来ていると言えます。

新興国への懸念も台頭しているものの、人口増加や都市化などの構造的な

変化をドライバーとして、生活必需品の需要は安定的な成長が期待される 
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「ほんの10年前とは比べ物にならないほど市場の複雑性や競争の度合が増しており、

成功のためには、ターゲティング、経営資源配分、モニタリングなどを含めて、

より一層の戦略面・実行面の巧拙が問われる局面となっています」
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■　　　Ⅱ - i

アジア新興国事業の戦
略を再考する

規模の確保:経営資源の効果的な配分を再考する

多様で細分化された市場、その変化の速さ、イン

フラの未整備、資本コストの高さなどを背景に、多

くの企業がアジア新興国市場での利益拡大の難し

さを実感しています。特に日本企業の多くは、利益

を創出するために必要な数量に到達していない

ケースも多く、規模の確保が重要な課題となって

います。規模の確保は、欧米の消費財・流通企業に

おいても同様に重要な課題ですが、その中で堅調

な成長を確保しているリーディングカンパニーは、

非常に戦略的な経営資源配分に注力しています。

一つは、参入の段階に応じた経営資源の投入で

す。自社の事業ポートフォリオを、先行投資段階

や成長ドライバーと位置づけるものなど、事業別

ではなく成長のフェーズによって把握し、適切な

規模の投資を行っています。ただし、先行投資段

階の事業であっても、自律的な成長の段階にで

きるだけ早く入るよう、思い切った投資が行われ

るケースが見受けられます。

もう一つは、ポートフォリオ・アプローチです。自社

が強みを発揮できる分野に集中して資源を配分

することを重視している点については日本企業も

グローバルのリーディングカンパニーも同様です

が、グローバルに特徴的なのは、特定の分野に特

化しすぎるのではなく、複数のターゲット層や複

数の製品カテゴリーに関して、強みを持つ製品の

ポートフォリオを持つことで、市場の変化に対応す

ると同時に、規模の確保を達成するという戦略で

す。新興国で差別化されたポジションを築く為に、

100年以上の長い歴史の中で初めてローカルブ

ランドを立ち上げることを決断したグローバル企

業もあるなど、参入を決めた分野における差別化

に必要な投資は非常に積極的に行われます。

■　　　Ⅱ
アジア新興国市場で利益を創出する 

－日本企業への6提言

日本企業によるアジア新興国での利益創出のために　

私たちは、グローバル企業と日本企業の比較分析を通じて、特に日本企業にとっては以下の項

目が重要であると考えます。

日本企業の課題と求められる取り組み

アジア新興国
での利益創出
のために

権限移譲と
モニタリングを
徹底する

多様な人材を
活用する

経営資源の
効果的な配分を
再考する

柔軟な
サプライチェーンを

構築する

アンメット・
ニーズに応える

情報の不完全性を
前提に意思決定

を行う

「現地起点」の徹底
新たな価値の提示
ビジネスモデルの発明

「ラスト・ワン・マイル」
市場・ニーズの多様性
消費者・流通の変化

仮説思考
モニタリング
「プランB」

本社からのコミットメント
現地のアカウンタビリティ

メリハリのついた資源配分
コミットメント

自社の強みの再確認
人材ソースの多様化

企業文化・運営手法の共有
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■　　　Ⅱ - ii

アジア新興国進出への
課題

アジアの新興国市場の重要性は、日本企業につ

いても同様です。今回EYジャパンが行った調査

においては、既にアジア進出している企業の大半

が、アジア諸国は今後3年間の売上高拡大の原

動力となると同時に、利益拡大の原動力にもな

るとしています。そして、売上高の規模によらず、

既にアジア進出している企業の全てが、今後もア

ジア事業の継続・拡大を予定しています。

しかし一方で、国内とは全く異なるアジア新興国

へ進出するにあたっては、様々な課題も存在しま

す。ここでは、アジア新興国への進出時に多くの

日本企業が直面している課題について紹介した

いと思います。

情報の不完全性を前提に意思決定を行う

アジア新興国への進出に際しては、データ・情報

の不足が最も重要な課題であるとの意見が多く

挙げられました。実は、このデータ・情報の網羅

性・完全性に対する考え方は、日本企業とグロー

バルのリーディングカンパニーでしばしば大きな

違いが見られる点の一つです。特に新興国市場

への展開の際には、政府の統計や市場データな

どの入手可能性・信頼性が低いことが多々ありま

す。しかし、信頼できるデータがそろうのを待っ

ていては市場参入を実現することは難しく、ま

新興国市場の成長をめぐる競争は激化しており、

明確な方針が不在のまま、人的にも資金的にも十

分な規模の投資が確保されない中では、利益ある

成長を獲得することは益々困難になっています。

今回行った調査・インタビューとグローバルとの比

較より、私たちは、有限な経営資源を効果的に活

用するため、アジア展開を再定義することが日本

企業にとって重要であると考えています。

た、市場の変化が激しいことを考えれば、そもそ

も100%のデータを期待するのは無理があると

言わざるをえません。

このような状況の中で意思決定を行うには、「仮

説思考」を発揮する必要があります。まず、デー

タ・情報により事前に「わかること」と、そうではな

い「わからないこと」を素早く峻別すること。そし

て、「仮説」のもとに必要な調査・分析・検討を行

い、機を逃さない意思決定につなげることが重

要です。

仮説思考に加えて、メインシナリオ以外のリスク

シナリオを事前にどの程度想定できるか、リスク

シナリオの際の対応策を準備しておけるか、とい

う点も、海外展開の成否の確度を高めるための

重要なポイントとなります。同時に、実際の状況

が仮説とどの程度異なっているのかを検証し、戦

略を修正・変更するためのモニタリングを行うこ

とも必要です。

こうした仮説思考を得意とするのは、欧米のリー

ディングカンパニーだけではありません。実は、

日本企業の中でも、既にアジア進出を行っている

企業においては、「データ・情報の不足」をアジア

進出時の課題Top3として挙げた企業はありま

せんでした。これらの企業においては、「法規制

の不備・運用の不安定」を重要課題と認識する声

が多く、不確実性を前提としたうえでいかにそれ

らに対処するか、という問題意識を持って事業運

営を行っていることがわかります。

柔軟なサプライチェーンを構築する

アジアの新興国市場においては、多くの企業が

サプライチェーンの不十分性という課題に直面

しています。物流インフラの不備やクオリティの

問題、ディストリビューション網構築の必要性な

ど、調達から販売まで様々なハードルをクリアす

る必要があります。特に、インフラや中間流通事

業者の機能が充実している日本市場と大きく異

なるのは、伝統的小売りの構成比の高さや問屋

の不在などを背景に、自社製品が流れる仕組み

を独自に構築する必要がある点です。「良い製品

を、適切なコストで作る」だけでは、アジアの新興

国市場への浸透は難しいのが現状です。

さらに、同じ国の中でも地域ごとに消費者特性や

チャネル構成比などが大きく異なるため、エリア

ごとに最適なディストリビューション網を構築す

る必要があります。EYがグローバルで行った調

査では、アジアの新興国市場で利益成長を実現

しているリーディングカンパニーにおいては、苦

戦している企業に比べて、より幅広い販売チャネ

ルを活用していることが分かりました。特に、自

社運営もしくは自社専用の小売店舗網を構築で

きている点、また、近代的小売りのみならず伝統

的小売りも活用できている点が注目されます。

こうした対応は、非常にコストや時間がかかるよう

に思えますが､リーディングカンパニーでは、各国

の市場を細分化して対応する一方で、国を超えて

共通した特性を持つ市場を横串で把握することに

より、レバレッジを効かせて効率化を図っています｡

また、アジアの新興国市場では、物流センターな

どを含めて、グローバル小売企業が近代的な流

通システムを構築してきたケースが多く、物流セ

ンターフィーやリスティングフィーなど、日本で

は見られない様々な手数料や商慣習への対応も

必要です。こうした馴染みの少ない商慣習は、近

代的小売業のみならず、もちろん伝統的小売業

やEコマースにおいても見られます。複雑なアジ

ア新興国市場においては、市場ごと、チャネルご

とに、最終消費者へのリーチ、ブランドコントロー

ル可能性、流通慣行を考慮したコスト構造を細か

く把握し、管理する能力が非常に重要です。

さらに、グローバル小売企業も、現地の消費者へ

の理解が深いローカルプレーヤーとの競合や、

台頭するEコマースへの対応など、競争激化の中

で消費者の獲得に苦心しています。商品政策の

面で消費財企業との協業も、重要な差別化戦略

となっており、消費財企業は、消費者や流通チャ

ネルのニーズに迅速に対応できるサプライ

消費財セクターアドバイザリー
サービスリーダー
吉本　司

「複雑なアジア新興国市場においては、市場ごと、チャネルごとに、

最終消費者へのリーチ、ブランドコントロール可能性、流通慣行を考慮した

コスト構造を細かく把握し、管理する能力が非常に重要です」
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■　　　Ⅱ-iii

更なる成長へ向けて

ここまでは、日本とは状況が大きく異なる市場へ

の進出において、多くの日本企業が直面する課

題に焦点をあててきました。一方で、その中でも

アジア新興国でプレゼンスを確立しつつある日

本企業ももちろん存在します。そこで次に、それ

らの日本企業のアジア新興国事業が、更なる規

模の成長と利益の確保を実現し、自律的・持続的

な成長フェーズへと発展させるために、私たちが

特に重要であると考える点に注目したいと思い

ます。

「アンメット･ニーズ」に応える

製品開発については、多くの企業が「消費者起

点」が重要だと認識しています。しかし実際には、

ハイエンド市場をターゲットとする中で現地ニー

ズを取り込んだ製品開発が不十分となってし

まっているケースが見られます。もちろん、グ

ローバル製品であるということ自体が付加価値

となるケースもありますし、経済成長に伴って日

本市場と同等のニーズが生まれる段階に入って

くる市場もあるでしょう。

しかし同時に、新興国市場における重要なキー

ワードが「多様性」と「変化」であることも忘れて

度見直すことで、現地の消費者の徹底的な観察

を通じて潜在的なニーズを堀起こし、素早く自社

の強みを活かした製品開発を行う体制が整え

ば、新興国市場の膨大なアンメット･ニーズを取

り込み、継続して成長を達成する余地は一層高

まると考えます。

権限移譲とモニタリングを徹底する

変化が激しく、かつ多様なアジア新興国市場で

利益創出を達成するためには、現地への権限移

譲が鍵になっていると私たちは考えています。今

回EYが行った調査では、アジア新興国市場での

消費財･流通事業において高業績を達成してい

る企業では、利益を伴った成長を実現するために

重要となる明らかに矛盾する数々の要素を、現

地化を徹底すると同時に規律を維持することで

うまくバランスをとって両立させていることが明

らかになりました。

一方で日本企業においては、調査･インタビュー

や業界スペシャリストとの議論を通じて、ローカ

ルの役割よりも、グローバル本社の役割が大き

い傾向があることが分かりました。もちろん分権

と集権の「適切なバランス」というのは事業内容

によってもフェーズによっても異なります。しかし

それを考えても、日本企業では現地への権限移

譲が不十分なケースが多く見受けられます。こ

の背景には、海外展開による売上高・利益の成長

に対するコミットメントが不十分、もしくは、海外

展開の位置づけが不明確だという要因があると

私たちは考えています。

アジアで成功しているリーディングカンパニーに

おいては、事業の範囲や投資予算の額、ハードル

レートや投資回収期間など、戦略と投資基準につ

いては投資戦略として明確に設定しています。例

えば、早急に利益を回収するエリアや長期的な

視野で投資を行うために一定期間は投資先行を

覚悟するエリアなど、展開地域ごとの状況に合わ

せて明確な方針を持っています。

一方で、商品開発、サプライヤーの選定、マーケ

はなりません。今回のEYの調査では、「規模の経

済」について過大評価に注意する必要がある、と

の指摘がされています。新興国市場で成功して

いるリーディングカンパニーにおいては、常に消

費者の多様性や変化をキャッチし、迅速かつ柔軟

に適応する点に注力しています。コストや効率性

は重要ですが、そのために消費者への価値提供

に関して妥協しないことが重要です。

例えばある企業では、製品開発時に現地調査を

行うだけではなく、製品開発機能自体を現地に

常設し、自社の研究員が現地で生活を送ることに

より、消費者の特性をより適切に把握するだけで

なく、その変化についてもいち早くとらえること

を可能にしています。また、新興国市場の様々な

都市に社員を配置するだけでなく、定期的に集

まって情報交換を行うことで、現地で把握した情

報を適切にモニタリングし、迅速に意思決定に活

かす体制を整えている企業もあります。

「新たな市場を創出する」ことも非常に重要で

す。多くの企業が、消費者の特性・嗜好の変化の

速さ、競合の追随の速さを背景に、製品サイクル

の短期化と開発コストの負担増に直面していま

す。これに対し、新たなカテゴリーを提示すること

で市場を創出したり、コスト等の面から事業性が

なく、満たされていなかったニーズに関して新た

なビジネスモデルを発明することで市場を創出

したりすることができれば、その市場規模は非常

に大きく、しかも長期間にわたって自社の優位性

を維持することができるでしょう。

日本企業には、品質管理力や技術力に関して依

然として定評があります。今回EYがグローバル

で行ったインタビューにおいても、例えば、現地

に合わせたパッケージと販売方法の発明、健康・

清潔・環境保護などといった新たな価値観を提示

する製品やサービスの発明など、日本企業のこう

した点を高く評価する声も聞かれました。アジア

市場の位置づけや開発方針、既存の枠組みにと

らわれない開発を可能にする組織設計などを再

チェーンの構築が求められています。

市場参入の初期段階では多くの企業が外部の

ディストリビューターを活用していますが、リー

ディングカンパニーにおいては、ディストリビュー

ターの教育のみならず、コスト・利益の一部を彼ら

とシェアすることで、きめ細かく柔軟なサプライ

チェーンを構築することが両者にとっての共通の

利益となるような関係を構築しています。また、市

場で一定のプレゼンスを確立したのちには、販売

網の内製化によりサプライチェーンマネジメント

を徹底し、差別化を図る動きも出ています。
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ティング、販売チャネルの選定、パートナーシップ

やアライアンスなど、投資戦略の範囲内では徹

底して現地に権限移譲しているケースが多く見

受けられます。ローカルと本社の間でローカル

投資方針に関して事前に合意を行うと同時に、そ

の範囲内で徹底的にローカルへ権限移譲を行う

ことで、必要な投資や戦略実行に関するスピー

ディな意思決定を実現しているのです。

また、モニタリングの徹底も重要なポイントで

す。現地のマネジメントは、移譲された権限の範

囲内で意思決定を行うことができますが、同時

に、本社に対する説明責任も負っています。アカ

ウンタビリティを確保し、グローバルでの戦略の

一貫性や効率性を担保することが、利益ある成

長達成のためには重要となっています。なお、本

社サイドでは権限移譲の重要性を認識し、現地

化を推進している場合においても、現地サイドで

は項目・度合いの双方において権限移譲が不十

分であると感じているというようなケースもあり

ますが、ここでは本社と現地の認識のギャップと

いう問題が生じています。こうしたことからも、本

社と現地とのコミュニケーションを再度見直し、

徹底することが重要となっています。

多様な人材を活用する

現地に権限移譲を進めると同時に、グローバル

の戦略の一貫性を担保するには、適切な人材を

確保し、活用することが重要となります。新興国

においては、社員の離職率の高さ、給与上昇率

の高さ、スキルの不足などが指摘されており、こ

の人材の確保というポイントは、今回の調査・イ

ンタビューにおいて、多くの企業が課題であると

の認識を持っていた点となっています。特に日本

企業においては、社外人材の活用や業界外から

の人材の活用に関する経験が少なく、適切な人

材を確保できないことが現地への権限移譲が進

みにくい一因にもなっています。なお、企業買収

により進出した際などには、本社人材の投入以外

に、現地企業のトップをそのまま活用するケース

もありますが、その際には、グローバル戦略の一

貫性の担保という点が不十分となってしまってい

る場合も見受けられます。

実は、人材の確保・活用に関しては、日本のみなら

ず、グローバルの調査・インタビューにおいても

重視されているポイントとなっており、新興国市

場における人材獲得競争の激化がうかがえます。

その中でも、アジアで利益を伸ばしているリー

ディングカンパニーとその他の企業において大き

く傾向が異なったのは、前者の方が、現地企業に

おいて経営層を育てる、海外の他社からの人材

を採用・投入する、現地の他社からの人材を採用・

投入する、そして本社からの人材を活用する、と

いうように、より多くのアプローチで現地の経営

陣の獲得・育成に努めているという点でした。

また、マネジメント層の確保に加え、現地スタッフ

の育成・活用も重要なポイントです。今回の調査・

インタビューの中で浮かび上がってきた日本企

業の強みの一つに、例えば「カイゼン」「5S」と

いった取り組みや、決められたルール・手順に

則った丁寧な作業・サービスなどといった、現場

のスタッフの意識の高さが挙げられます。日本企

業のオペレーションの質の高さを支えているこ

れらの要素がアジア新興国市場においても実現

できれば、前述したような「新たな市場の創出」

の実現も可能となるでしょう。

グローバルのリーディングカンパニーにおいて

も、ベストプラクティスを各国･各地域のマネジメ

ント層で共有し、グローバル企業としてのメリット

を活かすための取り組みが進められています。

各国・各地域によって様々な条件が異なります

が、共通項を見つけて成功事例の横展開のス

ピードを速めることで、更なる利益拡大と成長の

持続性確保につながると考えています。

グローバル企業の課題―利益と 
成長の両立を実現するために

以上、アジア新興国市場での成長の実現と利益

の確保について、特に日本企業にとって重要と

なっているポイントについて解説しました。ここ

からは、他社に先んじて海外展開を進めてきたグ

ローバル企業が直面する課題―「売上成長の実

現」から「利益を伴う成長の実現」へ―について、

成功している「高業績企業」とその他の企業との

比較分析から、8つのポイントを解説します。

ストラテジック・
ソリューション・グループ
人見　健

「ローカルと本社の間でローカル投資方針に関して事前に合意を行うと同時に、

その範囲内で徹底的にローカルへ権限移譲を行うことで、

必要な投資や戦略実行に関するスピーディな意思決定を実現しているのです」
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経営の現地化を通じて機動力を高める

「グローバル化か、“現地”化か」という論争は今

に始まったものではありませんが、アジアの新興

国市場ではその不安定さと多様性ゆえに、現地

レベルへの権限委譲がますます求められている

と私たちは考えます。こうした見方は今回の調査

でも裏付けられており、業績の優れた企業ほど、

あらゆる業務分野において現地マネジャーの権限

を拡大させている傾向が明らかになりました。し

かしながら、規律を維持することもまた重要で、

企業の価値観を壊してしまうような複雑性まで許

すべきではないでしょう。現地マネジャーは、さま

ざまな意思決定が、組織の戦略ビジョンの枠組み

から離れないように常に注意を払う責任がありま

す。経営の現地化を通じた機動力の強化は、現地

マネジャーの説明責任の強化と共に行われるべ

きでしょう。

「当社の事業モデルでは、意思決定に対する説

明責任と機動力をできるだけ市場レベルで付与

することが重要です。基本的に業績に対する説

明責任は各市場に委ねていますが、現地のマネ

ジャーが重視しなければならない指標をいくつ

か設けています」

̶ 消費財企業経営者

従来手法に固執せず現地主義に徹する

多国籍企業は、成熟市場での伝統的な考え方や事

業モデルから脱却しなければ、現地化しても利益

を生み出すことはできないでしょう。市場ニーズ

や、消費者・流通チャネルの期待がますます多様化

する中、アジアの新興国市場で従来の方法をその

まま移植したとしても十分な成果をあげることは

できません。自社の製品や事業モデルを現地

ニーズに合わせて変革する、再構築の作業が企業

に求められます。

「新興国市場のキーワードは多様性です。多

国籍企業に共通している一つの問題は、ある

製品を取り上げた場合、それを複数の市場で

同じように展開することが可能だと考えてい

ることです。新興国市場においては同じ国の

利益を伴う成長を実現するために
企業は何をすべきか?
矛盾する様々な要素を両立させ、アジアの新興国市場で長期にわたり利益を伴う成長を実現す

るために、消費財企業、小売企業は何をすべきでしょうか。私たちは、以下の8項目にわたる取り

組みが必要であると考えます。

グローバル企業の課題と求められる取り組み

Pro table 
growth

経営の
現地化を通じて
機動力を高める

統制のとれた
戦略実行を
重視する
企業文化を
創造する

従来手法に固執せず
現地主義に徹する

市場の成長段階に応じて
柔軟に対応する

現在および将来の
利益の源泉を
細分化して把握する

さまざまな価格帯、
流通チャネルへの
参入で規模を
拡大する

消費者優先と
効率性の
両立を図る

市場の特徴を類型化し
シナジーを生み出す
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効率性のために消費者に　
届ける価値を犠牲にしない

中であっても、ニュアンスや障壁を理解するた

めには考え方を変えなければなりません。規

模の経済性（eoconomies of scale）よりも、対

象範囲の経済性（economies of scope）につ

いて考えるべきです」

̶ 業界研究の第一人者

現在および将来の利益の源泉を細分化して把握する

アジアでは、市場や流通チャネル、消費者セグメント

が、地域ごと成長段階ごとにかなり異なります。利

益を伴った成長を持続させるためには、マーケット・

シェアや売上拡大だけを目指す単一的な考え方を

捨て、成長と利益創出を両立させる真の推進力は

何なのかを、地域ごとの詳細なレベルで理解する

ことに、より注力する必要があります。

これらのことを実現するため、先進的な企業は、

テクノロジーを駆使してサプライチェーンの透明化

を図るとともに、データ分析への投資を進めてい

ます。

「私たちは個々の市場やカテゴリーが果たす

役割をきわめて詳細に把握しているため、地域

全体の戦略がとても明確です。有る分野が、当社

が競合相手に先駆けて投資している将来の成

長ドライバーなのか、あるいは既に利益をあげ

ている稼ぎ頭なのかを把握していれば、投資水

準を的確に判断することができるのです。つま

り、私たちは、今の成果を追い求めながらも、

つねに将来のために種をまいているわけです」

̶ 消費財企業経営者

さまざまな価格帯、流通チャネルへの参入で規模

を拡大する

想定以上に競争が激しく消費者が多様化している

新興国市場においては、従来のように規模を追求

するアプローチはますます難しくなっています。

そこで企業は、複数の差別化市場をカバーする

ポートフォリオ手法を採用し、特定のセグメントに

働きかけることによって規模を創り出すアプロー

チに切り替えていく必要があります。ポートフォリ

オ手法では、すでに利益を生んでいる投資、素早く

採算がとれる投資、長期的な視野で行う投資のバ

ランスをとることが大切です。高い実績を上げて

いる企業は業績の低い企業に比べ、複数の製品

カテゴリーに参入し、複数チャネルを活用する傾向

にあることが私たちの調査でも確認されています。

「当社は、中国の非主要都市に潜む、より大き

な成長のチャンスを手に入れたいと考えてお

り、現在は、第7級都市（Tier 7）にまで進出し

ています。地方から都市部への人口移動がます

ます加速するに伴って、当社にとって潜在的な

成長の源泉が生み出されていきます。こうした

地方都市の発展が進むにつれ、私たちの事業モ

デルを支える基盤が強化されていくわけです」

̶ 小売 企業経営者

消費者優先と効率性の両立を図る 

現地化は成長と利益創出を実現させるための手

段と考えられていますが、それにはコストが伴いま

す。これまで効率アップを図ることは利益を創出

するうえで重要とされてきましたが、それ以上に優

先すべきことは消費者への価値の提供です。企業

は、複雑性、需要の不安定さ、混乱といった、新興

国市場に共通する特徴を事前に想定して計画を立

てなければなりません。そのためには、製品をカ

スタマイズし、かつ迅速に適応する柔軟性を備え

たサプライチェーンを設計することが肝要です。

「私たちが理解しなければならないことは、

消費者、そして顧客にとっての価値は何かとい

うことです。これこそが最優先のテーマです。

効率アップやコスト削減に向けた取り組みから

着手すると、大事なことがぼやけてしまいます。

規模の経済性は過大評価されているというの

が私たちの考えです」

̶ 消費財企業経営者

市場の特徴を類型化しシナジーを生み出す

回答者のうち65%が、シナジーを最大化するために

は市場を類型化することが必要であると考えてい

ます。企業は地理的境界にとらわれず、重要性や共

通の特徴によって機会をグループ化し（都市、チャ

ネル、消費者セグメントなど）、そのグループ単位で

ベストプラクティスを活用していく必要があります。 

「コスト削減であれ、生産性の向上であれ、

イノベーションであれ、私たちは地域全体に

ベストプラクティスを活用することを強く心掛

けています。わざわざ一から作る必要はありま

せん。複数の国で共有できて、現地の市場に適

合させられるものなら、何でも歓迎です」

̶ 消費財企業経営者

市場の成長段階に応じて柔軟に対応する

ある段階では適していたはずの事業モデルや

ビジネスモデルでも、たちまち時代遅れになる可能

性があります。このように急速に変化する状況にお

いては、例えば、販売を外部の流通業者へ依存する

体制から社内に機能を構築する体制にシフトするな

ど、現地市場の成長に合わせてアプローチを修正

する能力が企業に求められます。

統制のとれた戦略実行を重視する企業文化を創

造する

人材と実行力はこれまでもつねにビジネスの差別

化要因とされてきました。しかし、アジアの新興国

市場が企業にとって新たな重要性を持ちつつある

というのは、つまり、アジアで実行力を発揮するこ

とが今や、企業全体の持続的な繁栄の絶対条件に

なっていることを意味します。さらに、現地の実行

力はこれまで以上に厳しい目にさらされています。

こうした理由から、一部の欧米の多国籍企業は現

在、アジアに第2の拠点を築き、各ビジネスユニット

の権限をそこに移しつつあります。企業は、戦略

実行を最優先し、それが反復可能なプロセスと

ガバナンス体制の強固なフレームワークの中に

組み込まれるような企業文化の構築に注力すべ

きでしょう。

「これはとても基本的なことで、別にこ難し

い話ではありません。要は、戦略的視点をい

くつか持ち、それを徹底的に駆使することで

す。実行する能力をしっかりと身につけて、は

じめて成功を手にできるのです」

̶ 消費財企業経営者
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今日、アジアで

勝ち抜く能力は、

企業全体の持続的な

繁栄にとって不可欠と

なっています
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消費財・流通業において、利益を着実に伸ばし、且つ著し

い成長を遂げている企業は 2 割に過ぎません。20%
「これまでなかったことですが、今や利益増の4分の3以上は新興国市場からの寄与によるもので

す。当社では新興国市場により多くの資源を投入することで利益増を実現しました。また、売上高

や生産量の成長を追求するだけでなく、生産性を重視する方向に舵を切って成長のバランスを

図っています」

̶ 消費財企業経営者

「絶好のチャンスをとらえ、利益を伴った成長へと転換させることがいかに難しいか、肝に銘ず

る必要があります。自分たちがどこに投資するのか、その見返りとして何を期待するのかを徹底

的に考え、成果を出すために必要なプロセスをしっかりと実行できているか見定めることが大

切です」

̶ 消費財企業経営者

長期的な利益を重視する かつ、短期的な成長と
利益にも配慮する

現地の消費者ニーズに応える

起業家精神を失わない

多角化によりリスク軽減を図る

機動性、順応性を重視する かつ、効率を追求する

手頃な値段の製品や大衆市場に軸足を置き、
トラディショナル・トレードをターゲットにする

かつ、規模の拡大を推進する

かつ、ハイエンドの高額製品、
モダン・トレード、eコマースに対応する

かつ、グローバルな企業文化を尊重する

かつ、グローバルな能力を発揮する
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経営者のためのチェックポイント

1 会社の意思決定のスピードは、市場の変化を強みとして生かせるほど速いですか?

2
消費者、店舗、流通経路に関して会社が把握する知見は、競争優位の構築に役立っ
ていますか?

3 会社のデータや知見は、カテゴリーや流通チャネルごとの真の収益性を分かりやす
く明示できていますか? 理解できた情報に対する行動を起こしていますか?

4 流通範囲の広さ、深さ、質について、どのようにして正しい意思決定をして行ってい
ますか?

5 消費者、取引先、企業価値に悪影響を及ぼさずにコストを上手に管理できていま
すか?

6 グローバルやサードパーティが持つケイパビリティを、効果的に活用する方法を知っ
ていますか? 

7 ゴー･トゥー･マーケット（go-to-market）アプローチについて、デジタル技術がもた
らす変革に追い付いていますか?

8 会社のリスク対策や統制フレームワークは、今日・明日の経営にとって古くなっては
いませんか?

14
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消費財セクター 共同リーダー 

會田　将之 aida-msyk@shinnihon.or.jp

消費財セクター 共同リーダー 

佐々木　斉 sasaki-htsh@shinnihon.or.jp

小売セクター リーダー 

宮入　正幸 miyairi-msyk@shinnihon.or.jp

リードアナリスト 

浅尾　真利子 asao-mrk@shinnihon.or.jp

ストラテジック・ソリューション・グループ 

人見　健 hitomi-tksh@shinnihon.or.jp

消費財セクターアドバイザリー サービスリーダー 

吉本　司 tsukasa.yoshimoto@jp.ey.com

グローバル消費財 リーダー 

Mark Beischel mark.beischel@ey.com

グローバル消費財 新興国市場リーダー 

Kristina Rogers kristina.rogers@tr.ey.com

グローバル消費財 マーケッツリーダー  

Emmanuelle Roman eroman@uk.ey.com

グローバル消費財 リードアナリスト  

Andrew Cosgrove acosgrove@uk.ey.com

新興国コンサルティング室長 

表 晃靖 Emerging@jp.ey.com

消費財・小売業に関する最新の情報については、以下のWebサイトに 

アクセスしてください。 
www.ey.com/consumerproducts

問合せ先

15



EY  |  Assurance | Tax | Transactions | Advisory

EYについて

EYは、アシュアランス、税務、トランザクションおよびアドバイザリーなどの分野

における世界的なリーダーです。私たちの深い洞察と高品質なサービスは、世

界中の資本市場や経済活動に信頼をもたらします。私たちはさまざまなステー

クホルダーの期待に応えるチームを率いるリーダーを生み出していきます。そう

することで、構成員、クライアント、そして地域社会のために、より良い世界の構

築に貢献します。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバル・ネットワークであり、

単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立した組織で

す。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧

客サービスは提供していません。詳しくは、ey.comをご覧ください。

EYのグローバル消費財センターについて

消費財企業は、「新たな秩序」という、これまでにない変化と複雑さを見せる困難

な環境の中にあります。需要は急成長市場へシフトし、コストの上昇や消費者の

行動とニーズの進化に加え、ステークホルダーからの要求は厳しさを増すばかり

です。このような環境下で成功を収めるには、よりスリムでスピーディーな経営

が求められます。グローバル消費財センターは、業界に精通した1万8千人以上

のプロフェッショナルからなる、アシュアランス、税務、トランザクション、アドバイ

ザリーの各サービスにおけるグローバル･ネットワークと連携、深い洞察と豊富

な経験から得られた業界知見を提供することで、クライアントがより詳細な情報

に基づいた戦略的な決定と、迅速で確実な実行を支援します。

EY Japan 小売センターについて

少子高齢化、Eコマースの普及、消費者ニーズの多様化など、日本の小売企業を

取り巻く環境は激しく変化し、より厳しいものとなっています。こうしたさまざま

な課題に対応するため、小売企業は生き残りをかけて、海外進出、M&A、ソー

シャルメディアやビッグデータなどの活用といった、さまざまな戦略を打ち出し

ています。EY Japan 小売センターは、業界に精通したプロフェッショナルから

なる、アシュアランス、税務、トランザクション、アドバイザリーの各サービスにお

けるグローバルネットワークと連携、深い洞察と豊富な経験から得られた業界知

見を提供することで、クライアントのより詳細な情報に基づいた戦略的な意思決

定と、迅速で確実な実行を支援します。

新興国コンサルティング室について

新興国における事業展開ステージごとのプロフェッショナルサービスを展開

新興国の専門家が、会計、税務、アドバイザリー、M&Aの専門スタッフと一体と

なって、世界最大規模の会計事務所であるEYのグローバルネットワークを活用

しながらサービスを提供します。

最新情報の入手が困難な新興国において、日本本社の海外企画部門や事業部

担当者が行う戦略立案と現地の事業展開を支援します。
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